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体の課題解決に取り組む活動を行っている。詳しくは以下の文献参照。John Kania and 































































































































































































































































米国の Johns Hopkins 大学政策研究所が中心になって進めている非営利セクター国際比較















                            







































































 行政 ＮＰＯ 
社会的価値 平等・公平・安定 自由・多元・競合 
活動領域 自治体の課題全てが対象 特定のテーマに特化 




















 ボランティア ＮＰＯ 







































































                            





















































































































して、「Independent Sector24 」が発足した。    
そして 1981 年から現在までは、レーガン政権に始まるＮＰＯと行政の新しい関係に対応
し様々な中間支援組織が設立されてきた。Independent Sectorは、レーガン政権による財
政支出削減がＮＰＯにもたらす影響に関する調査を促し、1980 年代から 1990 年代にかけ
て新しい中間支援組織が生まれる契機を創り出した。1980 年代のレーガンによる財政支出



































































（出所）Fay Hanleybrown, John Kania & Mark Kramer (2012), “Channeling Change: 






















































































































































































































基金・場など基盤の支援 ⑤ 基盤助成型支援組織 



































































































































































































































































































































                            





































































































① 相互適合型 ③ 法人型 ③ 法人型 ② 連盟型 

















































































































































































































































































① 設立時期：1995 年以降の設立が 8割を占め、比較的新しい組織である（内閣府国
民生活局 2002: pp.48-49）。 
② スタッフ：有給スタッフの平均は 6.6人、無給スタッフの平均は 10.3人である
（内閣府国民生活局 2002:p.45）。 
③ 予算：収入額の中央値は 887万円となっている（内閣府国民生活局 2002:p. 
46）。 
④ 事業内容：提供する資源やノウハウとして 9割以上の団体が「情報」を挙げてい
                            


























① 設立時期：2001（平成 13）〜2003（平成 15）年と、2006（平成 18）〜2008（平成
20）年に 2回のピークがあるが、設置数は一貫して増加している（認定特定非営利
活動法人日本ＮＰＯセンター 2013:p.5）。 
② スタッフ：正規スタッフ、非正規スタッフともに 4.6人。 



















































10 月〜2015（平成 27）年 1月にかけて、①のメンバ （ー岩崎久美子、立田慶裕、井上豊久、
荻野亮吾、中村由香）に加えて、②の吉川理恵子、③の堀野亘求により、調査項目の選定を
行った。 










（平成 27）年 1月 30日（金）～2月 24日（火）の 3週間程度とし、回収数（回収率）は、
133団体（24.7%）であった。 
  
















                            
32 詳しくは、国立教育政策研究所 HP（http://www.nier.go.jp/index.html）参照。 






 団体設立年は、「1998 年以前」と答えた割合は 22.0％、「1999〜2003年」と答えた割合は








































































































































































































いで「７〜10人」が 22.7%、「４〜６人」が 21.2%、「11〜15人」が 12.9%、「21人以上」が
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































人材の交流	 場所の提供	 広報	 事業の開発	 事業の実施	 事業の評価	 情報交換	 調査研究	 相談、コンサ
ルティング	 
その他	 




























































































































































































１つ目	 ２つ目	 ３つ目	 
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公設民営 76.2%、民設民営は 72.3%、社会教育では公設公営が 16.0%、公設民営 47.6%、民設
民営は 52.3%、と公設公営の割合が低くなっている。災害救援では公設公営では 16.0%、公
























市民が公募で集まり組織化した」では公設公営が 0.0%、公設民営 33.3%、民設民営は 6.2%、
「行政及び公共団体の内部組織として発足したものが発展して外部組織化した」では公設











いる部分もある。収入全体を多い順から 0円から 799万円、800万円から 1,799 万円、1,800
万円から 4,499万円、4,500万円以上の４区分で区切り、その中で「有り」の割合をみると、






図表５-２７ 委託を受けた運営施設の保有（運営形態別） 単位（%） 
 
 

















1 割程度（11.2%）であった。内閣府ＮＰＯ調査では事業収益が 63.6%、補助金・助成金 17.3%、
寄付金 11.1%、会費 6.1%といった割合と比べると、大きく異なる。全体としては行政依存が
高まりやすい傾向にある組織とも言えよう。 








民設民営 95.2%、「事業収入」は公設公営では 44.7%、公設民営 73.2%、民設民営 90.3%、「行
政等からの業務委託費」は公設公営では 18.7%、公設民営 92.7%、民設民営 80.6%、「前の年



























































































































































































































































度数 11 1 4 16
% 68.8% 6.3% 25.0% 100.0%
度数 14 18 9 41
% 34.1% 43.9% 22.0% 100.0%
度数 17 24 21 62
% 27.4% 38.7% 33.9% 100.0%
度数 42 43 34 119














































































































































































































度数 11 8 6 25
% 44.0% 32.0% 24.0% 100.0%
度数 7 20 15 42
% 16.7% 47.6% 35.7% 100.0%
度数 15 30 20 65
% 23.1% 46.2% 30.8% 100.0%
度数 33 58 41 132






































































































































































































スタッフ少群（N＝33）	 スタッフ中群（N＝58）	 スタッフ多群（N＝41）	 
74 
 






数 6.44が最も多く、次いで中レベルが 5.84となっており、低レベルの組織と比べると 2〜
2.5程度の差がある。さらにスタッフ数についても、スタッフ数が多い組織の連携する機関




































































































































































































































公設公営（N=25）	 公設民営（N=42）	 民設民営（N=65）	 
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収入低群（N＝42）	 収入中群（N＝43）	 収入高群(N＝34）	 
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スタッフ少群（N＝33）	 スタッフ中群（N＝58）	 スタッフ多群（N＝41）	 
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公設公営（N=25）	 公設民営（N=42）	 民設民営（N=65）	 
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収入低群（N＝42）	 収入中群（N＝43）	 収入高群(N＝34）	 
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スタッフ多群（N＝41）	 スタッフ中群（N＝58）	 スタッフ少群（N＝33）	 
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会議所がその設立を提唱し、1996 年 11 月 21 日の設立総会を経て、我が国で初めてのＮＰ
Ｏセンターとして設立された。その後、1998 年３月に可決された特定非営利活動促進法に














                            
34所在地：〒541-0046 大阪府大阪市中央区平野町 1丁目７番１号 堺筋髙橋ビル５F 











３ クラウドネットワーク ＣＳＯアワード、フォーラム、研修 




















                  
                  
                            







































































































③  （特活）トゥギャザー（大阪） 
経営の実践家からのアドバイスは非常に有効。その後も
アドバイスをいただいた経営者から支援を受けている。 
④  筋肉商店街実行委員会（大阪） 
イベント実施から組織化したことで、地域との多様な関
わりができるようになった。 
























































































































































ルール コミュニティ 分業 
媒介人工物 
主体 
























































寄付者 市民 行政 中間支援組織 
大阪ＮＰＯセンター 
ＮＰＯ ＮＰＯ ＮＰＯ 
（出所）筆者作成 
 
















































市民 寄付者 行政 企業 大学 
大阪ＮＰＯセンター 











































































1. 地球規模の課題や地域社会の課題への市民の意識とライフスタイルの変革の促進  
2. 課題解決への市民の参加促進  
3. 開発教育の促進  
4. ボランティア活動の促進  
                            








5. 異(多)文化理解の促進  
6. 環境問題への意識の向上と活動の促進 
7. ＮＧＯ／ＮＰＯ間の連携・協働の促進  
8. ＮＧＯ／ＮＰＯとＯＤＡ実施機関の連携  
9. ＮＧＯ／ＮＰＯと教育機関との連携・協働  
10. ＮＧＯ／ＮＰＯと行政機関との連携・協働  
11. ＮＧＯ／ＮＰＯと企業・経済団体との連携・協働  







































































































































































































































































































図表 6-6  
支援対象組織連携 
パターン（③・④） 
図表 6-7  
支援対象組織拡散
化パターン（⑤） 
図表 6-10  
第３期 協働主催期
協働主催期 





















図表 6-8  
第１期 アワード設
立期 





























































































































































































































































（出所）Fay Hanleybrown, John Kania & Mark Kramer (2012), p.７. （一部加筆） 
 
一方、Easterling（2013：p.71）は、コレクティブ・インパクトを導き出すためには５つ
























































彼は、1993年に設立された The Central Appalachian Network(ＣＡＮ)37をケーススタ
ディに、コレクティブ・インパクトに至るまでの過程の分析を行っている。ＣＡＮは２０
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ＮＧＯ・ＯＤＡ・国際機関活動紹介パネル展 青年海外協力隊パネル展 国際ボランティア貯金紹介パネル展 ＮＧＯ・ＯＤＡ・国際機関活動紹介パネル展 ＮＧＯ・ＯＤＡ・国際機関活動紹介パネル展
青年海外協力隊パネル展 国際ボランティア貯金紹介パネル展 地球貢献企業展 青年海外協力隊パネル展 青年海外協力隊パネル展
国際ボランティア貯金紹介パネル展 地球貢献企業展 第三世界ショップ 国際ボランティア貯金紹介パネル展 国際ボランティア貯金紹介パネル展
地球貢献企業展 第三世界ショップ 民族料理模擬店 地球貢献企業展 地球貢献企業展
第三世界ショップ 民族料理模擬店 APEC展 第三世界ショップ インターネットコーナー
民族料理模擬店 子ども権利条約パネル展 環境展 民族料理模擬店 民族料理模擬店








































































































































































































































































































































































































世界の手話、コイン大作戦 映画「ダルフール・ナウ」「Is this life?インドの女の子たちの現実」
世界一周スタンプラリー ＪＩＣＡ研修員を探せ！、クイズラリー アジアの遊び、世界の民族衣装着付け体験 リレートーク「インターン･スタッフ募集説明会」
日本の茶道体験 日本の茶道体験 ＪＩＣＡ研修員を探せ！、クイズラリー ボランティア研修会「外国人のこどものための日本語学習支援」
絵本のよみきかせ 絵本のよみきかせ 見とこ、聴いとこ、触れとこ、知っとこ、（文化体験） 地球農村塾 in ワン･ワールド･フェスティバル
民族音楽と舞踊のステージ 民族音楽と舞踊のステージ 絵本のよみきかせ お茶会にようこそ異文化体験コーナー
デッシュ・リユース・システム 民族料理模擬店 民族料理模擬店、ディッシュ・リユース・システム 民族音楽と舞踊のステージ、新聞女ファッションショー 世界の手話、コイン大作戦、クイズラリー、絵本のよみきかせ
ディッシュ・リユース・システム 写真展「世界と私」、「国際理解写真展」 民族料理模擬店、ディッシュ・リユース・システム 民族音楽と舞踊のステージ
洋書エクスチェンジと外国からのお土産市 洋書エクスチェンジと外国からのお土産市















































































































































































































































































































































































































































   　　 JHP・学校をつくる会、高校生国際ボランティア団体WITH、
ACE(エース）、UNV、

































































































































































































































地球のステージ「つながる日本とアフリカ」編 地球のステージ 地球のステージ 朗読劇「子どものSOSが聞こえますか」
自分たちにできる支援とは何か？ こんな国際協力があったんだ！～途上国で活躍する日本企業
SDGsとフェアトレード
イギリスのフェアトレードタウン体験 イギリスのフェアトレードタウン体験 ABEイニシアティブ研修員による文化紹介 教育格差について考える～日本とフランス、両国の現状と課題～
大阪府における外国人親子の暮らし 地域課題解決をキーワードとしたNPO/NGOとの異分野交流のつどい
シンポジウム「フェアトレードを担う人々」 外国につながりのある子どもたちの「居場所」づくり 「世界へ発信 日本の防災」～阪神淡路大震災の教訓から～ 日本初　体感型防災アトラクション体験版/発災時、あなたは自分の身を
守れますか？
都市の世紀を拓く～エスニックタウン探訪～ NGO・NPO・CSR×クリエイター　マッチングプレゼンテーション 企業CSR・NGO・NPO×クリエイター　コラボレーショントーク JICA教師海外研修（ネパール）報告会






JICA教師海外研修報告会　ブラジル 2014年度　JICA教師海外研修報告会　ブラジル キャリアガイダンス「国際機関で働くには」 国際協力ひろば　黒板を作ってみよう！
関西発、元気いっぱいESD ユネスコスクール『ESDパスポート』実施発表会＆ワークショップ NPO/NGO支援制度説明会 JICA研修員とのオープンセッション
ソーシャルなお金の使い方、預け方 ファンドレイジングセミナー「応援したくなる団体・活動の秘訣」 これからのご近所づきあい～多文化共生社会実現のために～ ■体験プログラム
関西人、世界に飛び出す！ 「世界へ発信 日本の防災」～阪神淡路大震災の教訓から～！ 何でも作れる自分になって、太平洋に行こう 民族衣装の着付け体験、楽しい環境体験コーナー、ボスキャラを探せ！































■写真展 ■写真展 ■写真展 ■映画上映
外務省、キューバを知る会、ゆるかも関西 外務省、キューバを知る会 外務省 関西テレビ














































































































































































































全国の中間支援組織 529団体 (都道府県内訳は図表１−１のとおり)。 
対象機関の特定にあたっては、2014（平成 26）年 12月現在、➀認定特定非営利活動法人







No 都道府県名 団体数 No 都道府県名 団体数 No 都道府県名 団体数 
１ 北海道 13(4) 17 石川県 5(2) 33 岡山県 6(1) 
２ 青森県 3(2) 18 福井県 6(1) 34 広島県 8(0) 
３ 岩手県 10(3) 19 山梨県 3(1) 35 山口県 10(2) 
４ 宮城県 12(6) 20 長野県 9(2) 36 徳島県 4(1) 
５ 秋田県 5(0) 21 岐阜県 12(2) 37 香川県 4(1) 
６ 山形県 7(2) 22 静岡県 16(4) 38 愛媛県 12(5) 
７ 福島県 17(4) 23 愛知県 31(6) 39 高知県 3(2) 
８ 茨城県 7(1) 24 三重県 17(2) 40 福岡県 21(6) 
９ 栃木県 11(3) 25 滋賀県 11(7) 41 佐賀県 13(2) 
10 群馬県 11(5) 26 京都府 19(4) 42 長崎県 4(1) 
11 埼玉県 17(3) 27 大阪府 33(11) 43 熊本県 7(2) 
12 千葉県 23(4) 28 兵庫県 18(5) 44 大分県 3(0) 
13 東京都 47(11) 29 奈良県 5(0) 45 宮崎県 2(0) 
14 神奈川県 29(6) 30 和歌山県 5(2) 46 鹿児島県 7(2) 
15 新潟県 7(2) 31 鳥取県 2(0) 47 沖縄県 8(1) 












 調査票配布件数   529 件 
 回収数（回収率）   133 件 （25.1％） 






営利活動法人大阪 NPO センターの三者による合同調査である。 
・本調査結果は、国立教育政策研究所ホームページにおいても公開される。 
（http://www.nier.go.jp/05_kenkyu_seika/） 
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アンケート用紙 
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